
新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金効果検証【令和5年度実施計画分】

7
グリーンイノベーショ
ン加速化支援

①コロナ禍におけるエネルギー価格高騰の影響を受ける事業者を支援するため、
脱炭素化（省エネ化、エネルギー転換を含む）に資するビジネスの創出につながる
製品やサービスの開発事業又はビジネスモデル事業へ補助を行う
②、③
・カーボンニュートラルビジネス支援補助金　50,000千円
（補助上限5,000千円×10件）
・事務費（審査会経費）　56千円
・地域課題解決プロジェクト　50,000千円
④県内に事業所を有する事業者、又は補助対象事業を県内で行う事業者

R5.4 R6.3 34,702 34,702

募集と審査を経て、脱炭素に資するビジ
ネスやサービスを開発する事業を展開す
る８社を採択。そのうち、補助事業を完了
した７社に補助金交付

令和５年度中に事業化されたものも出て
きており、コロナ禍、物価高騰による低迷
から今後の成長が期待される脱炭素分野
へ進出しようとする企業を後押しできた。

グリーンイノ
ベーション推
進課

8

市町村乗合バス対
策・地方バス路線対
策
（コロナ禍特例分）

①コロナ禍において原油高騰・物価高騰の影響を受けている路線バス事業者及び
路線バスを運行している市町村に対して運行費の支援を行う。
②、③
市町村乗合バス運行委託経費　　51,485千円（対象経費の1／4）
乗合バス運行委託経費　 4,427千円（1／2）
④県内25市町村等（運行委託77路線）
　　県内バス事業者4者（17系統）

R5.4 R6.3 55,912 55,912

コロナ禍においても、県民の日常生活に
必要な交通手段を確保するため、市町
村・交通事業者が運行している乗合バス
の運行費に対して支援

・市町村委託路線の運行継続：77路線
・県内バス事業者対象路線の運行継続：
17系統

交通イノ
ベーション推
進課

9
デジタルイノベーショ
ン加速化（Ｒ５当初）

①コロナ禍や不安定な国際情勢など経営環境の不確実性が増している中、今般の
原油・物価高騰は、持続可能な県経済構築にあたり重大な危機であり、将来のイノ
ベーション創出に向けた「未来への投資」が大きく阻害されかねない状況。こうした
状況の中、県経済の持続可能な競争力強化に向け、最先端テクノロジーを活用し
た新しいビジネスモデルの構築等に取り組む事業者を支援する。
②、③
・デジタルイノベーション社会実証・実装プロジェクト支援
　183,793千円（上限32,000千円/1件あたり）
・事業化伴走支援委託　7,700千円
　異業種連携による新規プロジェクト組成、ハンズオン支援等
・事務費（審査会経費等）　300千円
④県内事業者、市町村

R5.4 R6.3 126,959 126,959
採択件数：１０件
交付総額：119,001千円

デジタル技術を活用した共創プロジェクト
を１０件採択し、未来に向けた新規事業の
展開や、イノベーションの創出を後押しし
た。

令和７年度に実装が見込まれている案件
も生まれる等、一定の効果が現れ始めて
いる。

未来投資・
デジタル産
業課

10
事業継続計画
（BCP）策定支援

①コロナ禍において原油価格・物価高騰等の影響を受けている県内企業の事業継
続を支援するため、事業継続計画（BCP）の策定支援をおこなう。
本事業により、多様な危機事象に対応したBCP策定に向けた実地指導や個別策定
支援等を実施し県内企業の危機管理能力の向上を図る。
②、③
県内企業の事業継続計画（BCP）策定支援事業委託費　3,914千円
④県内中小企業、小規模事業者

R5.4 R6.3 3,913 3,913

多様な危機事象に対応したBCPを策定で
きるフォーマットを開発し、広く県内企業に
活用を促すとともに、専門家による実地指
導及び個別策定支援により県内企業の
BCP策定を伴走支援。
・フォーマット利用件数：８１件
・実地指導件数：４８件
・個別策定支援件数：１２件

実施計画策定時に目標とした５０社への
策定支援を上回る伴走支援を実施。
フォーマットの公開及び伴走支援により、
BCP策定に必要なスキル・ノウハウが不
足する県内企業のBCP策定を促進した。

実地指導を受けた企業へのアンケート結
果
・「実地指導の内容が有意義であったか」
について、「よい」「ややよい」と回答した企
業の割合：95.3%（回答43社）

地域企業支
援課

担当課

実施計画 事業実績

No 事業名
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②交付金を充当する経費内容
③積算根拠（対象数、単価等）
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（千円）



担当課
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②交付金を充当する経費内容
③積算根拠（対象数、単価等）
④事業の対象（交付対象者、対象施設等）

事業始
期

事業終
期

総事業費（千円） 取組実績 効果検証
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11

ものづくり産業DX推
進
（次世代モビリティ産
業参入支援）

①コロナ禍を経て、今後の市場拡大・成長が期待される分野（EV・脱炭素・省力・省
人化 等）への県内企業の製品・技術等が効果的にPRできる展示場への出展支援
を行うとともに、自動車メーカーやメガサプライヤー等のニーズに基づいた参入・開
発の促進を支援することで、原油価格や物価高騰等の影響下でも展開できる技術
の販路拡大を支援する。
②、③
・次世代モビリティ産業参入支援事業（展示会出展支援）委託費
　6,776千円（展示会小間料、装飾費、通信費ほか）
④県内に本社または製造・開発拠点を有するサプライヤー企業

R5.4 R6.3 6,564 6,564

自動車メーカーやメガサプライヤー等の
ニーズに基づいた参入・開発を促進する
ため、「第16回オートモーティブワールド」
への出展費用を県で負担し、県内企業サ
プライヤーのPR・マッチングの場を提供
（出展企業９社）

県内自動車サプライヤーの技術や製品を
PR することで、電動化をはじめとする成
長分野のニーズに基づいた参入や開発を
促進することができた。

地域企業支
援課

12
県庁情報通信ネット
ワーク運用管理

①新型コロナウイルス感染症対策として、令和４年度の県庁情報通信ネットワーク
更新に際し、行政事務PCを庁外ネットワークから接続可能とし、個人スマホや
BYOD端末からクラウドサービス経由でメールが確認可能な環境を整備した。また、
職員が密を避けて自席以外で仕事ができるよう、無線LAN環境整備を行った。令和
５年度も引き続きネットワークの運用管理を行うものである。
②③構築・運営費
・第5次県庁ネットワーク運用保守委託料　1,086,255千円
・第5次ネットワークWAN回線使用料　163,629千円
・第5次ネットワークインターネット回線使用料　51,480千円
※上記3つのうち補助対象外経費　96,358千円（諸収入）
・その他通信費等補助対象外経費　1,006千円
　（一般財源933千円、諸収入73千円）
※補助対象外経費計　97,364千円
④県

R5.4 R6.3 1,198,106 1,198,106
テレワークを行いやすいβ´モデルに移行
した、第５次群馬県庁情報通信ネットワー
クの運用業務を実施

通信環境の整備によりテレワークが行い
やすくなるとともに、庁内WAN回線に接続
した無線LAN環境により、職員が密を避
けて業務を行えるようになった。

デジタルトラ
ンスフォー
メーション課

13
学校保健特別対策
事業費補助金

①新型コロナウイルス感染症の拡大防止・感染リスクの低減を図るため、県立特別
支援学校のスクールバスの児童生徒乗車率50%未満達成を目安に増便を実施す
る。
②、③
・県立特別支援学校10校24便（乗車率が50%を超えている路線）　264,840千円
④県

R5.4 R6.3 180,299 90,150
特別支援学校10校で23台のスクールバス
増便を実施

県立特別支援学校のスクールバスの児
童生徒乗車率50%未満を達成した。
感染症の拡大・感染リスクの低減を図るこ
とができた。特別支援学校10校につい
て、乗車率が増便前平均68.9％から増便
後平均33.8％へと減衰した。

管理課



担当課

実施計画 事業実績
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②交付金を充当する経費内容
③積算根拠（対象数、単価等）
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交付金充当経費

（千円）

14
ニューノーマル
GUNMA CLASS PJ

①新型コロナウイルス感染症対策と一人一台端末の効果的な活用により、一人一
人の特性や学習進度等に応じた「個別最適な学び」と、答えが一つではない課題や
答えのない課題に対応する「協働的な学び」を推進し、群馬ならではの新しい学び
を確立するため、全学年において少人数学級編制を行う。
②、③
全学年で少人数学級編制を行うにあたり必要な地公臨教諭（140人）の人件費
721,000千円
④県

R5.4 R6.3 806,693 796,235

感染症対策と一人一台端末を活用した新
しい学びを推進するため、全小・中・義務
教育学校、全学年において少人数学級編
制を実施（小1･2は30人以下学級編制、小
3～中3は35人以下学級編制）

小学校の83.9％、中学校の50.8％の学級
で30人以下の少人数学級が実現した。
アンケート結果より
・児童生徒と会話する機会が確保できて
いる。・・・88％
・授業中に児童生徒の発言機会が増えて
いる・・・89％
・（教職員が）教材研究にかける時間が増
加している・・・78％
アンケート自由記述より
・担任、児童ともに空間や時間、心身のゆ
とりにつながっている。（小学校）
・少人数学級編制に加えＩＣＴを活用するこ
とにより、今まで以上に学習指導が充実し
ている。（中学校）

学校人事課
管理課

15

県立大学・家計急変
学生支援
（公立大学法人運営
費交付金）

①コロナ禍や原油価格・物価高騰の影響の中でも、学生の修学機会を確保するた
め、家計急変世帯の学生の支援に係る費用を公立大学法人に交付する。
②、③授業料減免額133,950円（年額1/4相当）×対象者20名＝2,679千円
④公立大学法人

R5.6 R6.3 134 134
家計急変への対応として、学生１名への
減免を行った。

減免措置により、学生の家計負担の軽減
を図ることができた。

戦略企画課
（大学連携
係）

16
法人運営・運営費交
付金
(消毒作業）

①コロナ禍においても、学生が安全に学習機会にアクセスできる環境を整備するた
め、学内の消毒作業にかかる費用を公立大学法人に交付する。
②、③県立２大学における机等の消毒委託業務　7,106千円
④公立大学法人

R5.4 R6.3 7,106 7,106
学内の手すりや机等の学内関係者が直
接手を触れる場所の消毒作業及び手指
消毒液等の衛生品補充作業を委託。

学内の感染防止対策を徹底することで、
学生及び教職員の安全安心の確保が図
られた。

戦略企画課
（大学連携
係）

17
高等学校運営、特別
支援学校運営

①コロナ禍におけるエネルギー価格等の物価高騰の影響が続く中、県立学校への
電気等の安定的かつ継続的な供給を確保する。
②光熱費価格高騰分
③令和５年度支出見込額－令和３年度支出額
〈高等学校分〉621,431,812円－315,942,894円＝305,488,918円
〈特別支援学校分〉168,225,617円－94,545,520円＝73,680,097円
合計379,169,015円
④県立高等学校（60校）、県立特別支援学校（23校）

R5.4 R6.3 267,296 267,296
県立学校への電気等の安定的かつ継続
的な供給を確保

予算を確保することで各高校への電気供
給をすることができ、事業者への遅延の
ない使用料金の支払いができた。

管理課



担当課

実施計画 事業実績

No 事業名

事業概要
①目的・効果
②交付金を充当する経費内容
③積算根拠（対象数、単価等）
④事業の対象（交付対象者、対象施設等）

事業始
期

事業終
期

総事業費（千円） 取組実績 効果検証
交付金充当経費

（千円）

18
社会情動的スキル
に関する調査

①withコロナ、アフターコロナ時代のニューノーマルに対応できるデジタル人材等を
育成するために重要なスキルと考えられる「社会情動的スキル（自分の頭で未来を
考え、新しい領域で動き出し、生き抜く力などにつながる学力以外の好奇心や情熱
といった非認知能力）」についてＯＥＣＤが実施する国際調査（SSES）に参加し、得ら
れた成果やノウハウを本県の教育現場や非認知能力育成に係る政策立案に活用
する。
②、③
・OECD側の国際調査（レポート作成等）実施経費の今年度負担分（100,000ユー
ロ）：15,000千円
・SSESに必要な調査統括責任者や調査事務局機能等の外部委託：59,825千円
・海外送金手数料：40千円
④OECD、事業者

R5.4 R6.3 66,967 66,967

令和4年度に実施した実地試験に続き、
本調査を実施した。

・実施時期：5月9日～6月30日
・対象校：公立・私立高校全校（79校）
・対象者：生徒3,528名、教員608名、校長
79名

県内全ての高校で本調査を実施すること
ができ、社会情動的スキルに関する群馬
県の子どもたちの実態を把握したことは
大きな意義があった。
ＯＥＣＤが公表する調査結果を分析し、群
馬県独自のＳＥＬ教育の推進に活用して
いく。

戦略企画課
（計画・
EBPM係）

19
庁内ネットワーク用
パソコン等整備

①新型コロナウイルス感染症対策として、職員が分散勤務を実施可能な環境を整
備するために、デスクトップ型パソコンからノート型パソコンへのリプレイスを行い、
職員が密を避けて自席以外で仕事を行うための機器を整備する。
②③賃借料
・R2～R5導入ノート型パソコン等賃貸借料　　　233,518千円
※うち補助対象外経費　16,435千円（諸収入）
・その他のパソコン賃借料等補助対象外経費    24,420千円
　（諸収入2,615千円、一般財源21,805千円）
・補助対象外経費計　40,855千円
④県

R5.4 R6.3 204,304 204,304

前年度までに導入したノートパソコンの運
用を継続するとともに、残存しているデス
クトップ型パソコンをノートパソコンにリプ
レース

令和２年度、4年度に導入したノートパソコ
ン5,165台を引き続き運用するとともに、残
存しているデスクトップ型パソコンをリプ
レースし、1,300台のノートパソコンを調達
し、テレワークが行いやすい環境を整え
た。

デジタルトラ
ンスフォー
メーション課

20
マイナンバーカード
取得推進

①マイナンバーカードの普及により、接触機会の低減による新型コロナウイルス感
染症拡大防止を図るとともに、デジタル化によるサービス向上、業務効率化を進め
るため。
②③
・マイナンバーカード利活用体験型講座委託料　9,105千円
・カード利活用拡大事業委託料　11,000千円
④県

R5.4 R6.3 12,383 12,383

①県内の教育機関（大学、専修学校）の
生徒や学生に対して、社会に出てから役
に立つカードをテーマとした体験型講座を
全12回開催した。また、併せてマイナン
バーカードを申請する機会を創出した。
②マイナンバーカードを利用し、庁内のコ
ワーキングスペース（NETSUGEN）にセル
フチェックインする仕組みを構築した。

①県内の大学生、専修学校生に対して、
デジタル社会のパスポートとして重要なマ
イナンバーカードについて学ぶ機会を提
供することができた。
②マイナンバーカードを利用したセルフ
チェックイン機導入により、スムーズかつ
非接触でのチェックイン・チェックアウトが
可能になった。また、なりすましによる
チェックインを防ぐことができるようになっ
た。

デジタルトラ
ンスフォー
メーション課

21
県立学校情報通信
ネットワーク環境施
設整備

①新型コロナウイルス感染症拡大防止等に伴い、学校へ登校できない児童生徒の
学びを保障するため、引き続き１人１台端末を活用するとともに、ＩＣＴを活用した学
習環境を整備する。
②、③
・県立高等学校の学習用端末及び回線等保守　151,150千円
・県立特別支援学校の学習用端末及び回線等保守　47,894千円
・校内無線LAN環境の整備　4,820千円
・ネットワークシンプル化によるネットワーク改修　18,879千円
④県立高等学校・中等教育学校・特別支援学校

R5.4 R6.3 222,742 222,742

県立高校等でICT機器の整備等を実施
・学習用端末の保守（高校・中等後期）
37,336台
・学習用端末のリース（中等前期・特支）
1,553台
・充電保管庫のリース（特支）　42台
・サーバ・回線・保守費用　（高校・中等・
特支）　83校
・インターネット通信環境の強化（高校）59
校
・学校Wi-Fi接続方法の簡易化

児童生徒の学びを保障するため、ICT環
境を整備し、教育環境の充実を図ること
ができた。

管理課



担当課

実施計画 事業実績

No 事業名

事業概要
①目的・効果
②交付金を充当する経費内容
③積算根拠（対象数、単価等）
④事業の対象（交付対象者、対象施設等）

事業始
期

事業終
期

総事業費（千円） 取組実績 効果検証
交付金充当経費

（千円）

22
県立高校ＩＣＴ教育加
速

①withコロナ時代のニューノーマルに対応できるデジタル人材等の育成を目的と
し、デジタルを活用した群馬ならではの魅力ある学びを推進し、生徒の学びの質を
高めるとともに、新型コロナウイルス感染症の急拡大時における生徒の学びを確保
するため、授業支援ソフトウェアの活用や家庭のインターネット環境支援等を行う。
②、③
・授業支援ソフトウェア　139,646千円
・モバイルルータ　2,792千円
・授業目的公衆送信補償金　15,520千円
④県立高校等

R5.4 R6.3 155,528 155,528

県立高等学校等において、授業支援ソフ
トウェアライセンスの取得、モバイルルー
タによるインターネット環境の整備及び授
業目的公衆送信補償金の活用を行った。

学校の内外を問わず、デジタルを活用し
た個別最適な学びや協働的な学びを行う
環境を整備することにより、生徒の学びを
深めるとともに、災害等非常時にあっても
生徒の学びを保障することができた。

高校教育課

23
ＬＰガス利用者負担
軽減

①コロナ禍における物価高騰によりエネルギー価格高騰の影響を受けている群馬
県内のＬＰガス利用者の負担軽減を図ることを目的にＬＰガス料金の値引きに必要
な支援金の支給を実施する。
②ＬＰガス料金値引きのための原資支援（1,143.681,637円）、値引き実施のための
経費支援（9,760,000円）、委託費（11,002354円）
③県内ＬＰガス利用世帯508,105世帯、ＬＰガス販売事業者488者、1世帯あたり2,200
円（1回限り）、1事業者に対する経費支援20,000円
④群馬県内のＬＰガス利用世帯

R5.8 R5.12 1,137,278 1,137,278
531,867件に対してLPガス料金の値引きを
実施した。

群馬県内のLPガス利用者に対して、LPガ
ス事業者を通じてLPガス料金の値引きを
実施し、LPガス利用者の負担軽減をする
ことができた。

消防保安課

24
物価高騰対策に取り
組む私立学校支援

①コロナ禍における原油価格・物価高騰の影響を受ける私立学校の安定的な運営
を確保するために補助を行う。
②補助金
③私立学校108校、77,480千円
　（補助率１／２　※専門各種学校等は１／１０）
④私立学校

R5.4 R6.3 66,421 66,421

物価高騰を乗り切る取組や経営基盤を強
化する取組等を実施する私立学校に対し
て、当該取組に係る経費等を補助
　63校（幼7、小2、中7、高11、特支1、専
30、各5）

学校経営の基盤強化や学納金値上げに
よる保護者負担増加の防止に寄与した。

私学・青少
年課

25
物価高騰対策に取り
組む放課後児童クラ
ブ支援

①コロナ禍における原油価格・物価高騰の影響を受ける放課後児童クラブの安定
的な運営を確保するための支援を行う市町村へ補助する。
②、③補助金　20,949千円（補助率１／２）
④放課後児童クラブ運営団体（公立民営307、民立民営208）

R5.4 R6.3 3,178 3,178

物価高騰を乗り切る取組や経営基盤を強
化するための取組等を実施する放課後児
童クラブに対して支援を行った市町村に
補助
　市町村数：15

市町村を通じて放課後児童クラブの原油
価格・物価高騰による経費の増加分を補
助することにより、クラブの経営を支援す
るとともに、増加経費が利用者に転嫁さ
れることを防止した。

こども・子育
て支援課

26
物価高騰対策に取り
組む子どもの居場所
支援

①コロナ禍における原油価格・物価高騰の影響を受ける子どもの居場所の安定的
な運営を確保するため、子どもの居場所を運営する団体に対して補助を行う。
②、③補助金　21,216千円（1団体当たり上限136千円）
④子どもの居場所運営団体

R5.4 R6.3 6,737 6,737

コロナ禍における原油価格・物価高騰の
影響を受けている子どもの居場所に対し
て、運営費の削減に必要な経費及び運営
に要する経費を補助
　64団体

物価高騰による増加経費等を補助するこ
とにより、子どもの居場所の運営を支援し
た。

こども・子育
て支援課



担当課

実施計画 事業実績

No 事業名

事業概要
①目的・効果
②交付金を充当する経費内容
③積算根拠（対象数、単価等）
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総事業費（千円） 取組実績 効果検証
交付金充当経費

（千円）

27
物価高騰対策に取り
組む保育施設支援

①コロナ禍における原油価格・物価高騰の影響を受ける保育所等の安定的な運営
を確保するための支援を行う市町村へ補助する。
②補助金
③237,161千円（補助率１／２）
④保育所、認定こども園、認可外保育施設
※公立園は対象外

R5.4 R6.3 57,022 57,022

物価高騰を乗り切る取組や経営基盤を強
化するための取組等を実施する私立保育
園等に対して支援を行った市町村に補助
　市町村数：16
※市町村が支援を行った総施設数：248

市町村を通じて保育所等の原油価格・物
価高騰による経費の増加分を補助するこ
とにより、園の経営を支援するとともに、
増加経費が利用者に転嫁されることを防
止した。

こども・子育
て支援課

28
物価高騰対策に取り
組む児童養護施設
等支援

①コロナ禍における長期に渡る物価高騰により、経費が増加している児童養護施
設等に対して当該増加分を補助し、円滑な施設運営を支援するとともに、措置児童
等の生活の質の向上を図る。
②物価高騰に伴う施設運営に係る増加経費、経営基盤を強化するための取組に関
する経費に対し補助
③対象施設児童等定員数512人× 20,400円
④児童養護施設８箇所、乳児院３箇所、児童心理治療施設１箇所、自立援助ホー
ム３箇所、母子生活支援施設１箇所、ファミリーホーム８箇所

R5.4 R6.3 10,316 10,316

物価高騰により影響を受けた児童養護施
設等に対し、光熱水費の上昇分、長期的
な物価高騰を見据えた経常経費の削減
経費について補助を実施。

自立援助ホーム１か所辞退したため、全
23施設へ補助を実施した。
補助額：10,316千円

措置費で補えない急激な物価上昇の影
響に対し直接不足分を補えたことで、多く
の施設運営を支援することができ、入所
児童の安心・安全な生活の確保について
一定の成果が得られた。

児童福祉課

29
物価高騰対策に取り
組むDVシェルター支
援

①ＤＶシェルターを設置する民間支援団体に対して、コロナ禍における物価高騰を
乗り切る前向きな取組を補助する。
②物価高騰を乗り切る取組、経営基盤を強化するための取組等に必要な経費
③97,800円×5団体
④民間団体（NPO法人等）

R5.4 R6.3 293 293

ＤＶシェルターを設置する民間支援団体に
対し、物価高騰を乗り切る取組、経営基
盤を強化するための取組等に必要な経費
の補助を実施。

DVシェルター設置５団体のうち、２団体が
辞退したため、３団体に補助を実施した。

急激な物価上昇の影響に対し、各シェル
ターの運営状況に応じて必要な経費の補
助を実施し、入所者が安心・安全な生活
を送るための、施設運営を支援すること
ができた。

生活こども
課



担当課

実施計画 事業実績
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事業概要
①目的・効果
②交付金を充当する経費内容
③積算根拠（対象数、単価等）
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交付金充当経費

（千円）

30

DX等を活用した物
価高騰対策に取り組
む医療・介護・福祉
施設支援

①診療報酬など公定価格で運営されており、コロナ禍における物価高騰の影響を
価格転嫁できない医療・介護・福祉施設に対して、物価高騰対策の取組を支援する
とともに、今後の業務改善に向けたＤＸの活用を促す。
②給付金と事務関係費
③給付金　1,536,937千円
（１）医科・歯科・薬局・施術所等　705,323千円
　　　　病院・有床診療所　　　　　 421,183千円
　　　　無床診療所（医科・歯科）  152,599千円
　　　　調剤薬局・助産所・施術所  87,463千円
　　　　ＤＸインセンティブ分　　　　　44,078千円
　（２）介護・障害・救護施設　831,614千円
　　　　入所系施設　311,420千円
　　　　訪問系施設　　34,104千円
　　　　通所系施設  486,090千円
　事務関係費　34,769千円
④医療機関、介護施設、障害者（児）施設、薬局、救護施設

R5.6 R6.3 1,402,851 1,402,851

DX等を活用した物価高騰対策に取り組む
医療・介護・福祉施設に対して給付金を給
付。
件数：8,228件

物価高騰対策支援金の支給に合わせ、５
６％を超える医療機関・施設等がDXの取
り組みを実施し、DX等を活用した物価高
騰対策の取組を支援することができた。

健康福祉課
医務課
地域福祉課
介護高齢課
障害政策課
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31
配合飼料価格高騰
対策支援

①コロナ禍において配合飼料価格高騰により経営に大きな影響を受けている畜産
農家に対し、配合飼料価格安定制度に係る、かかり増し経費に対して補助する。
②、③
支援金：600円×83.6万ｔ=501,600千円　事務費:1,100千円
④
県内畜産農家（配合飼料価格安定制度の加入者）

R5.6 R6.3 481,809 481,809
畜産農家が各配合飼料供給安定基金に
積立てを行っている積立金相当額600円/
ｔを支援。

配合飼料価格安定制度の維持継続並び
に畜産農家の営農継続

米麦畜産課

32
酪農経営緊急対策
支援

①コロナ禍において輸入粗飼料価格高騰により経営に大きな影響を受けている酪
農家に対し、粗飼料購入に係る負担増加分を補助する。
②、③
(粗飼料価格高騰対策支援)
支援金：8.52千円×21千頭=178,920千円　事務費:360千円
④
(粗飼料価格高騰対策支援)
県内酪農家

R5.7 R6.3 178,195 178,195

酪農家が４月１日時点で飼養している
26ヶ月齢以上の乳用経産牛に対し8,520
円/頭を支援。

農家戸数：328戸
交付頭数：20,908頭

酪農家の廃業率の減少及び生乳生産基
盤を維持することができた。

米麦畜産課

33
特別高圧電力価格
高騰対策支援

①コロナ禍や不安定な国際情勢など経営環境の不確実性が増している中、エネル
ギー価格の高騰が企業に与える影響は大きくなっている。このため、国が実施する
電気料金引き下げの対象となっていない特別高圧で受電する企業を支援する。
②、③
・特別高圧電力価格高騰対策支援金　1,579,698千円
・事務費（コールセンター等）　4,596千円
④特別高圧で受電する中小企業及び大企業
ただし、大企業は、令和5年1～3月の営業利益率が前年同期比で低下した事業者
のみ対象

R5.8 R6.3 1,584,291 1,584,291

国の電気料引下げの対象となっていない
特別高圧電力を受電する企業に対して支
援を行った。
令和５年４月～９月分交付対象５６件
（うち大企業34件、中小企業22件）

燃料費の高騰等に伴う電気料の高騰に
打撃を受けた企業の負担軽減を図ること
ができた。

未来投資・
デジタル産
業課

34
給食食材費の高騰
に係る保護者負担
軽減事業

①コロナ禍の長期化により、物価高騰に伴う給食食材費の上昇に対し、給食費を値
上げすることなく学校給食を提供することで、保護者負担の軽減を図る。
②自校式給食の特別支援学校10校、市町委託給食の1校、ミルク給食の6校の食
材費補助（教職員を除く）
③物価高騰による影響単価（30円～50円/食）×4月から3月までの提供食数（190
日）×幼児児童生徒数（965人）
④幼児児童生徒の保護者

R5.4 R6.3 6,585 6,585

当初計画どおり、自校式給食実施の10
校、町委託給食実施の１校、ミルク給食
実施の６校に対し、4月から３月までの物
価高騰に対応する給食食材費を補助し
た。

食材費の高騰にもかかわらず、保護者負
担を増やすことなく、年度末まで学校給食
摂取基準を満たす給食を提供できた。

健康体育課
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35
製糸工場光熱費高
騰対策支援

①コロナ禍における光熱費高騰で厳しい経営状況にある製糸工場に対し、光熱費
（電気代・燃料費）高騰分と電気設備更新に係る経費に対して補助する。
②③
光熱費高騰分支援（補助率1/2）　3,246千円
電気設備省エネ化支援（補助率1/2）　5,450千円
④製糸工場

R5.10 R6.3 6,362 6,362

・光熱費高騰分支援
　1,825千円×補助率1/2＝   912千円
・電気設備省エネ化支援
　10,900千円×補助率1/2＝5,450千円

　　　　　　　　　　　　　　　　 計6,362千円

・光熱費高騰分支援により、製糸工場の
負担軽減につながった。
・電気設備省エネ化支援で高圧受電設備
を更新したことにより、製糸工場の令和6
年3～5月期の電気代が、令和5年比で
69.4％と減少し、省エネ効果があった。

蚕糸特産課

36
酪農経営緊急対策
支援

①コロナ禍において輸入粗飼料価格高騰により経営に大きな影響を受けている酪
農家に対し、粗飼料購入に係る負担増加分を補助する。
②、③
(粗飼料価格高騰対策支援)
支援金：12.81千円×22,800頭=292,068千円　事務費:320千円
④
(粗飼料価格高騰対策支援)
県内酪農家

R5.10 R6.3 277,959 277,959

酪農家が８月１日時点で飼養している乳
用経産牛に対し12,810円/頭を支援。

農家戸数：328戸
交付頭数：21,695頭

酪農家の廃業率の減少及び生乳生産基
盤を維持することができた。

米麦畜産課

37
良質堆肥流通促進
モデル

①コロナ禍における肥料価格高騰対策として、家畜ふん堆肥の安全性を確認した
上で、有機質肥料として有効活用するモデル農家と酪農経営体と営農集団に対し、
経費を補助。
②③堆肥分析支援　　分析経費50千円×60件（定額）
堆肥広域流通支援　　経費補助７千円×10回（定額）
堆肥散布作業受託支援　経費補助3.5千円×20回（定額）
④畜産農家、営農集団等

R5.12 R6.3 140 140

堆肥広域流通支援
新規の耕畜連携について、２ｔ車10台分の
堆肥の広域流通をモデル的に実施

堆肥散布作業受託支援
耕畜連携を拡大し、20回の堆肥散布作業
をモデル的に実施

肥料価格の高騰や環境への配慮から、良
質な家畜ふん堆肥について需要はあるも
のの、散布機械や労力の不足が耕畜連
携のネックになっていること。また、県全
体の供給量と需要量の地域的なアンバラ
ンスを是正するために、広域流通が必要
であるが、きっかけをつくることで、取組が
推進できることが検証された。

米麦畜産課

38
物価高騰に直面す
る病院事業への支
援

①コロナ禍における燃料費等高騰に直面する県立病院を支援し、高度専門医療の
医療提供体制の維持を図る
②病院事業に要する経費
③172,950千円（電気料金、ガス料金、Ａ重油、診療材料費、給食材料費の高騰によ
る負担増相当額）
④県立４病院

R5.4 R6.3 172,950 172,950

光熱水費や燃料費、材料費等の物価高
騰に直面する県立病院に対して、令和３
年度と比べ負担増となっている光熱水費
等の経費について、一般会計から病院事
業会計へ繰り出した。

光熱水費、燃料費、材料費等の高騰によ
る医業費用の増加等により医業収支はＲ
３年度より悪化したが、本交付金を財源と
した一般会計繰出金の効果もあり、収益
的収支は64百円の黒字となり、物価高騰
に直面しても安定的に高度専門医療の提
供を継続できた。

医務課



担当課

実施計画 事業実績

No 事業名

事業概要
①目的・効果
②交付金を充当する経費内容
③積算根拠（対象数、単価等）
④事業の対象（交付対象者、対象施設等）

事業始
期

事業終
期

総事業費（千円） 取組実績 効果検証
交付金充当経費

（千円）

39
検査促進枠の地方
負担分（R4予算分）

①新型コロナウイルス感染拡大傾向時に知事の要請により、感染に不安を感じる
無症状の県民が受検する検査費用を無料とする事業を実施（感染拡大傾向時の一
般検査事業）
②③
・検査促進枠の地方負担分　15,156千円
④事業者、県

※別途、検査促進枠分として61,385千円を計画

R5.2 R5.5 76,540 76,540

県内における感染状況により、事業対象
となる無症状者の検査の無料化事業を実
施（無料検査件数：計1万8千件）（感染拡
大傾向時の一般検査）

事業対象となる多数の無症状者に検査受
検の機会を提供することができた。

感染症・疾
病対策課

40

群馬県公の施設に
係る指定管理者に
おける物価高騰対
策支援金

①コロナ禍における原油価格・物価高騰の影響を受けた指定管理者制度導入施設
を運営する事業者に対し、公共施設の安定的な運営体制を確保するため、支援金
を支給。
②支援金
③指定管理者制度導入施設への支援金　17施設分　142,417千円
④県指定管理施設
指定管理者制度導入施設を運営する事業者（17施設分）

R6.1 R6.3 74,078 74,078

各事業者に対する物価高騰対策として支
援金を支給した
・支給対象事業者：14
・支給対象経費：光熱費・燃料費

原油価格その他の物価の高騰により経費
が増加した事業者に対し、当該増加分の
経費を支援することで、その影響を緩和で
きた

総務課

41
物価高騰に直面す
る流域下水道への
支援

①コロナ禍において、原油価格・物価高騰の影響による電気料金高騰に直面する
流域下水道事業を支援し、流域下水道運営体制の維持を図る。
②、③
一般会計から繰出する60,000千円（流域下水道事業に要する電気料金の高騰によ
る負担増相当額）
④流域下水道県央処理区

R5.4 R6.3 60,000 60,000 放流水質法令基準を100%達成

原油価格及び物価高騰等の影響による
電気料金高騰により、資金繰りに苦慮し
ていたが、臨時交付金を活用することで、
公営企業会計で運営している群馬県流域
下水道の運営体制を維持することができ
た。

下水環境課

42
電気料金高騰対応
（県立２大学）

①コロナ禍における燃料価格高騰に伴う電気料金の大幅増加に経営を圧迫されて
いる群馬県公立大学法人に対し、電力費用の支援を行う。
②③群馬県公立大学法人への交付金　24,802千円
④群馬県公立大学法人

R5.4 R6.3 6,815 6,815 交付金を高騰する電気料に充当した。
電気量高騰に圧迫される大学の財政運
営を支え、ひいては学生の学ぶ環境の維
持に資することができた。

戦略企画課
（大学連携
係）



担当課

実施計画 事業実績
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交付金充当経費

（千円）

43
群馬県燃油高騰対
策支援金

①コロナ禍における運輸事業者等が受ける燃油高騰の影響を緩和し、運輸・運送
事業の縮小による県民の生活への影響を防止することを目的とする。
②③
・自主運行路線バス：283台×15千円＝4,245千円
・貨物自動車：29,387台×10千円＝29,387千円
・軽貨物自動車：4,231台×3千円＝12,693千円
【単価算定】県内路線バス・貨物自動車車両数 × 支援単価（燃料高騰分（軽油標
準使用量×軽油価格） × １／２）
④県内運輸事業者（路線バスを自主運行している事業者）、県内運送事業者

R5.4 R6.3 186,601 186,601
燃油高騰の影響を受けた運輸・運送事業
者に対して支援を実施した。
・820事業者（18,722台）

運輸・運送事業者への支援により、県民
の移動や物流への影響を緩和することが
できた。

交通イノ
ベーション推
進課

44
物価高騰に直面す
る水道事業への支
援

①コロナ禍における燃料費等高騰に直面する水道事業を支援し、公衆衛生の向上
及び生活環境の改善に寄与する清浄・豊富・低廉な水道用水供給の維持を図る。
②水道事業に要する経費
③51,072千円（電気料金、ガス、重油等の高騰による負担増相当額）
④県企業局

R5.4 R6.3 51,072 51,072
水道用水供給の維持
・経常収支比率　128％
　（目標：100％以上）

物価高騰の影響により、水道用水の供給
に必要な動力費（電気料金等）が増加し
たものの、臨時交付金を活用することで、
安定的な供給を維持することができた。

食品・生活
衛生課

45
物価高騰に直面す
る工業用水道事業
への支援

①コロナ禍における燃料費等高騰に直面する工業用水道事業を支援し、工業の健
全な発展に寄与する豊富・低廉な工業用水供給の維持を図る。
②工業用水道事業に要する経費
③41,194千円（電気料金、ガス、重油等の高騰による負担増相当額）
④県企業局

R5.4 R6.3 41,194 41,194
工業用水の供給維持
・経常収支比率　117％
　（目標：100％以上）

物価高騰の影響により、工業用水の供給
に必要な動力費（電気料金等）が増加し
たものの、臨時交付金を活用することで、
安定的な供給を維持することができた。

未来投資・
デジタル産
業課

企業局水道
課

46
教育支援体制整備
事業費交付金

①新型コロナウイルス感染症の感染者等が発生した幼稚園が、感染症対策の徹底
を図りながら保育を継続するために必要となる保健衛生用品等の購入費等に対し
て補助を行う。
②県から私立幼稚園設置者・市町村への補助金
③
・一次募集分（国R4補正予算繰越/県R5当初予算にて実施）
269千円（国庫補助額134千円、県負担額135千円）
・二次募集分（国R4補正予算繰越/県R5当初予算にて実施）
734千円（国庫補助額365千円、県負担額369千円）
④県内の私立幼稚園（幼稚園型認定こども園を含む。）設置者、市町村

R5.4 R6.3 1,003 504

幼稚園に対し、感染症対策を実施しつつ
幼児の教育を継続できる環境を整備する
ための保健衛生用品の購入費やかかり
増し経費への補助を実施

交付先
・1次募集
　私立幼稚園設置者2名
　補助実績額：269千円
・2次募集
　私立幼稚園設置者5名
　補助実績額：734千円

保健衛生用品の購入費やかかり増し経
費への補助を実施することで、感染症対
策を実施しながら、園児及び教職員が安
心して教育活動を継続できる環境を整備
することができた。

私学・青少
年課
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47
子ども・子育て支援
交付金

①新型コロナウイルス感染症対策の徹底を図りながら業務を継続的に実施していく
ために必要な経費（緊急時の職員確保費用及び消毒掃除費用）に対して補助を行
う。
②県から市町村への交付金
③１市（館林市）　計5,332千円
　（県負担2,666千円、国庫補助2,666千円（市に直接交付））
④市町村

R5.4 R6.3 2,666 2,666

放課後児童クラブ等における職員の感染
等による人員不足に伴う職員の確保等の
費用や職場環境の復旧・環境整備等に係
る消毒清掃費用等を補助
交付実績市町村：館林市（１市）
交付実績金額：120千円

放課後児童クラブ等において、職員が感
染症対策の徹底を図りながら業務を継続
的に実施していくための環境を整備する
ことができた。

こども・子育
て支援課

48
地域女性活躍推進
交付金

不安を抱える女性へのつながりサポート相談支援
①
・新型コロナウイルス感染症の蔓延を契機とし、社会経済活動への復帰が困難と
なってしまったり大きな打撃を受けている女性をはじめ、様々な困難を抱える女性に
寄り添った相談支援を実施する。
・電話相談、アウトリーチ（訪問支援）、同行支援といったきめ細やかな支援を行うた
め、ＮＰＯ等の女性支援団体の知見や能力を活用して実施する。
②、③
・NPO法人への委託費（ 6,500千円×１団体＋4,250千円×２団体）＝15,000千円
※県内全域をカバーするため、地域を３つに分けて実施
④県

R5.4 R6.3 15,000 3,751

県内を３地域に分け、生活上の様々な困
難を抱える女性に寄り添ったきめ細やか
な相談支援事業を実施。
内容：電話やSNSによる相談、アウトリー
チ（訪問支援）、同行支援、生理用品配
付、居場所づくりなど。

・相談件数　1,477件　実人員215名

NPO法人等の女性支援団体の知見や能
力を活用し、生活上の様々な困難を抱え
る女性を支援することができた。

生活こども
課

49
保育対策事業費補
助金

①認可外保育施設において新型コロナウイルス感染症が発生した場合（感染者と
接触があった場合を含む）に、感染症対策の徹底を図りながら、業務を継続的に実
施していくために必要な経費等に対して補助を行う。
②人員不足を補うための人件費、施設の消毒清掃費用
③
・基準額500,000円×３施設=1,500千円
・基準額400,000円×５施設=2.000千円
・基準額300,000円×７施設=2,100千円
④県が所管する認可外保育施設

R5.4 R6.3 145 73

認可外保育施設における職員の感染等
による人員不足に伴う職員の確保等の費
用や職場環境の復旧・環境整備等に係る
消毒清掃費用等を補助
交付実績施設数：１施設
交付実績金額：145千円

切れ目のない保育を実施可能とするとと
もに、安心・安全な保育環境に復旧するこ
とができた。

こども・子育
て支援課

※担当課は効果検証作成時の担当課を記入


